
 

景況・経営動向調査結果 

― 平成２５年度 第４四半期（１～３月期） ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業振興部 商工振興課 

TEL 095-822-0111 

 

■目 的■ 

長崎市内の景況及び長崎商工会議所会員事業所の経営動向・業況を把握し、地域中小企業

の支援策の参考にするとともに、中小企業経営者等に対して経営に必要な情報を提供する 
 

■調査対象■ 

本所会員事業所のうち、５産業（製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業）４００社

（回答２８２社、回収率７０．５％） 

※業種構成比及び小規模企業等の占める割合は、本所会員事業所の構成比を参考に抽出した 
 

■調査期間■ 

平成２６年３月１９日～４月２４日 
 

■調査方法■ 

郵送・E-mailによるアンケート方式 
 

■分析方法■ 

各調査項目について、前年同期及び前期と比較して、「良い」と回答した企業等の割合  

から、「悪い」と回答した企業等の割合を差し引いた指数（BSI：ビジネス・サーベイ・イン

デックス）をもとに分析を行なった 
 

（注）小規模企業等 ＝ 小規模事業者（個人事業主を含む） 

    製造業その他 ⇒ 従業員２０人以下、商業・サービス業 ⇒ 従業員５人以下 

（注）各調査項目について、季節調整は行なっていない 
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※ 上記括弧内の数字は前回調査比 

 

業界の景況感  

調

査

結

果

の

概

要 

１～３月期実績は、全産業ベースで▲０．３〔前回調査比＋１０．１〕 

４～６月期の見通しは、全産業ベースで▲２１．７〔今期実績比－２１．４〕 
 

業界の景気動向（景況感）の調査結果をみると、製造業では８．６ポイントの改善、非製造業で

も１０．２ポイントの改善となるなど、全産業ベースでは▲０．３（前回（１２月）調査比＋１０．

１）と６期連続で改善した。 

一方４～６月期の見通しは、製造業で６．７ポイントの悪化見込み、非製造業では２３．２ポイ

ントもの大幅な悪化が見込まれており、全産業ベースでは▲２１．７と２１．４ポイントの悪化見

込みとなった。 
 

会員事業所の業況（自社業況の総合判断）  

１～３月期実績は、全産業ベースで▲１．８〔前回調査比＋９．３〕 

４～６月期の見通しは、全産業ベースで▲１６．６〔今期実績比－１４．８〕 
 

 ■売上・生産額 

■利益・採算面 

■資金繰り 

■設備投資 

■雇用状況 

■経営上の問題点 

 

今期実績  ３．６（ +7.4） 来期は製造業・非製造業ともに悪化見込み 

今期実績▲１０．０（ +4.8） 来期は製造業で改善、非製造業では悪化見込み 

今期実績 ▲６．２（ +2.6） 来期は製造業・非製造業ともに悪化見込み 

今期実績▲１０．９（ +0.8） 来期は製造業・非製造業ともに悪化見込み 

今期実績▲１４．２（ -0.8） 来期は不足感が弱まる見込み 

全産業ベースで２０期連続「売上額、生産額、工事高の伸び悩み」がトップ 

 
産業天気図 ≪自社業況の総合判断：前年同期比≫ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

天気 業況BSI

 50以上～100

 25以上～50未満

 0以上～25未満

 ▲25以上～0未満

 ▲50以上～▲25未満

 ▲100～▲50未満

- 凡例 -

業況 BSI 業況 BSI

全産業  ▲ 1.8  ▲ 16.6

製造業  ▲ 22.6  ▲ 20.0

非製造業  0.8  ▲ 16.2

建設業  27.3  7.0

卸売業  0.0  ▲ 16.0

小売業  ▲ 6.0  ▲ 36.6

サービス業  ▲ 5.5  ▲ 8.8

小規模企業等  ▲ 11.3  ▲ 21.0

１～３月期　実績 ４～６月期　見通し
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

１ 
 

業

界

の

景

況

感 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲０．３〔前回調査比＋１０．１〕 全産業 ▲２１．７〔今期実績比－２１．４〕 

業種別にみると製造業は▲２０．０（同＋８．

６）とマイナス幅が縮小した。一方、非製造業

ではサービス業（同－０．８）で僅かに悪化し

たもののその他の業種では大幅に改善し、非製

造業全体では２．０（同＋１０．２）と調査開

始以降初めてプラス水準（「上昇」超）に転じた。

結果、全産業ベースでは６期連続で改善した。 

また、小規模企業等は▲６．４（同＋８．８）

と６期続けてマイナス幅が縮小した。 

製造業は▲２６．７と今期と比べて６．７ポ

イントの悪化見込み。一方、非製造業では卸売

業（同－３４．９）、建設業（同－３１．６）、

小売業（同－３０．８）で大幅悪化が見込まれ

るなど、非製造業全体では▲２１．２と２３．

２ポイントもの悪化見込みとなり再びマイナス

水準（「低下」超）に転じる見通し。 

また、小規模企業等は▲２７．３と今期と比

べ２０．９ポイントの悪化が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲１．４〔前回調査比＋２．１〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は食料品の大幅悪化な

どから▲２６．６（同－２３．１）と大きく悪

化した。一方、非製造業では卸売業（同＋２３．

４）や建設業（同＋１２．５）の大幅改善など

から、１．７（同＋５．１）と８期連続で改善

し、プラス水準（「上昇」超）に転じた。 

また、小規模企業等は▲７．６（同－２．０）

と３期ぶりに悪化した。 

 

ＢＳＩ：「上昇」－「低下」 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

２ 
 

自

社

業

況

の

総

合

判

断 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲１．８〔前回調査比＋９．３〕 全産業 ▲１６．６〔今期実績比－１４．８〕 

業種別にみると製造業は▲２２．６（同＋１．

６）と小幅ながら３期連続で改善した。一方、

非製造業ではサービス業（同－４．３）で悪化

したものの建設業（同＋２１．９）では大幅に

改善するなど、非製造業全体では０．８（同＋

１０．１）と調査開始以降初めてプラス水準（「上

昇」超）に転じた。 

また、小規模企業等は▲１１．３（同＋３．

８）と６期連続で改善した。 

製造業は▲２０．０と今期と比べて２．６ポ

イントの改善見込み。一方、非製造業では小売

業（同－３０．６）や建設業（同－２０．３）

で大幅な悪化が見込まれるなど、非製造業全体

では▲１６．２と１７．０ポイントの大幅悪化

見込みとなり、再びマイナス水準（「低下」超）

に転じる見通し。 

また、小規模企業等は▲２１．０と今期と比

べて９．７ポイントの悪化が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲４．４〔前回調査比－０．１〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲３０．０（同－２

２．６）と急激に悪化した。一方、非製造業で

は卸売業（同＋２７．９）や建設業（同＋１５．

５）で大幅に改善するなど、非製造業全体では

▲１．３（同＋２．６）とマイナス幅が縮小し

過去最高値を更新した。 

また、小規模企業等は▲１２．４（同－４．

３）と悪化した。 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

３ 
 

売
上
・
生
産
額 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ３．６〔前回調査比＋７．４〕 全産業 ▲１６．９〔今期実績比－２０．５〕 

業種別にみると製造業は▲９．３（同＋０．

７）と僅かに改善した。一方、非製造業ではサ

ービス業（同－３．６）で悪化したものの卸売

業（同＋２９．６）、小売業（同＋１２．１）の

大幅改善などから、非製造業全体では５．３（同

＋８．３）と５期連続で改善し、調査開始以降

初めてプラス水準（「増加」超）に転じた。 

また、小規模企業等は▲７．３（同＋１．６）

と６期続けて改善した。 

製造業は▲１２．５と今期と比べて３．２ポ

イント悪化が見込まれる。一方、非製造業では

卸売業（同－５１．９）や小売業（同－３７．

０）で大幅な悪化が見込まれるなど、非製造業

全体では▲１７．４と２２．７ポイントの悪化

が見込まれ、再びマイナス水準（「減少」超）に

転じる見通し。 

また、小規模企業等は▲２２．７と今期と比

べて１５．４ポイントの悪化が見込まれている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲２．１〔前回調査比－３．６〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲２５．０（同－３

５．４）と急激に悪化した。一方、非製造業で

は小売業（同－１０．５）で大幅に悪化したも

のの、卸売業（同＋１１．３）では大幅改善と

なるなどその他の業種では改善し、非製造業全

体では０．８（同＋０．４）と僅かに改善した。 

また、小規模企業等は▲１１．０（同－５．

４）とマイナス幅が拡大した。 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

４ 
 

利
益
・
採
算
面 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲１０．０〔前回調査比＋４．８〕 全産業 ▲２６．７〔今期実績比－１６．７〕 

業種別にみると製造業は▲２６．７（同－２．

６）と小幅に悪化した。一方、非製造業では小

売業（同＋１１．２）で大幅改善し、建設業（同

＋１．８）では３期連続でプラス水準（「好転」

超）をキープするなど全ての業種で改善し、非

製造業全体では▲８．０（同＋５．７）と６期

連続で改善した。 

また、小規模企業等は▲１６．２（同＋０．

９）と僅かながらマイナス幅が縮小した。 

製造業は▲２０．０と今期と比べて６．７ポ

イントの改善が見込まれる。一方、非製造業で

は全ての業種で悪化が見込まれ、とりわけ小売

業（同－３７．１）では大幅な悪化見込みとな

るなど、非製造業全体では▲２７．５と１９．

５ポイントもの大幅な悪化が見込まれている。 

また、小規模企業等は▲３２．５と今期と比

べて１６．３ポイントもの大幅な悪化が見込ま

れている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲９．８〔前回調査比＋１．２〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲２６．７（同－１

９．６）と急激に悪化した。一方、非製造業で

は卸売業（同＋１４．８）で大幅改善となり、

建設業（同＋１３．６）ではプラス水準（「好転」

超）をキープするなど全ての業種で改善し、▲

７．７（同＋３．８）とマイナス幅が縮小した。 

また、小規模企業等は▲１５．４（同＋４．

６）と２期連続で改善した。 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

５ 
 

資

金

繰

り 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲６．２〔前回調査比＋２．６〕 全産業 ▲１１．８〔今期実績比－５．６〕 

業種別にみると製造業は▲２０．７（同－１

０．４）と大幅に悪化した。一方、非製造業で

は建設業（同＋８．６）でプラス水準（「好転」

超）をキープし、卸売業（同＋３．７）でも０．

０となるなど全ての業種で改善し、非製造業全

体では▲４．５（同＋４．１）と２期連続でマ

イナス幅が縮小した。 

また、小規模企業等は▲９．０（同＋３．８）

と２期続けて改善した。 

製造業は▲２１．４と今期と比べ０．７ポイ

ントと僅かな悪化が見込まれている。一方、非

製造業では卸売業（同－１４．８）の大幅悪化

をはじめ全ての業種で悪化が見込まれており、

非製造業全体では▲１０．７と６．２ポイント

の悪化見込みとなった。結果、全産業ベースで

は、５．６ポイントの悪化が見込まれている。 

また、小規模企業等は▲１５．５と今期と比

べて６．５ポイントの悪化が見込まれている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲６．２〔前回調査比＋０．７〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲２４．１（同－２

０．４）と大幅に悪化した。一方、非製造業で

は小売業（同－０．９）で僅かに悪化したもの

のその他の業種では改善するなど、非製造業全

体では▲４．１（同＋３．２）と２期連続でマ

イナス幅が縮小した。 

また、小規模企業等は▲１０．７（同±０．

０）と前回と同水準となった。 

 

ＢＳＩ：「好転」－「悪化」 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

６ 
 

設

備

投

資 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲１０．９〔前回調査比＋０．８〕 全産業 ▲１４．３〔今期実績比－３．４〕 

業種別にみると製造業は▲１０．３（同＋２

４．２）と大幅に改善した。一方、非製造業で

は建設業（同＋２．６）で小幅に改善したもの

の、その他の業種で悪化するなど、非製造業全

体では▲１１．０（同－２．３）と小幅に悪化

した。結果、全産業ベースでは僅かながら２期

連続でマイナス幅が縮小した。 

また、小規模企業等は▲１６．８（同－０．

１）と僅かに悪化した。 

製造業は▲２７．６と今期と比べ１７．３ポ

イントもの大幅な悪化が見込まれている。一方、

非製造業ではサービス業（同＋７．９）で改善

見込みとなったものの、卸売業（同－２０．８）

では大幅悪化が見込まれるなどその他の業種で

は悪化が見込まれており、非製造業全体では 

▲１２．７と１．７ポイントの悪化見込み。 

また、小規模企業等は▲２１．３と今期と比

べて４．５ポイントの悪化が見込まれている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲１０．９〔前回調査比＋０．２〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲１３．８（同＋１

４．８）と大幅に改善した。一方、非製造業で

は小売業（同－５．５）や卸売業（同－４．３）

で小幅に悪化するなど、非製造業全体では  

▲１０．６（同－１．７）とマイナス幅が拡大   

した。 

また、小規模企業等は▲１６．４（同＋０．

８）と僅かながら２期連続で改善した。 
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前年同期（２０１３年１～３月期）と比較して  

７ 
 

雇

用

状

況 

２０１４年１～３月期 実績 ２０１４年４～６月期 見通し 

全産業 ▲１４．２〔前回調査比－０．８〕 全産業 ▲１１．３〔今期実績比＋２．９〕 

業種別にみると製造業は▲６．２（同＋３．

８）と「不足」とする割合が減った。一方、非

製造業ではサービス業（同＋１．９）で「不足」

とする割合が減ったものの、建設業（同－６．

３）では「不足」とする割合が増えるなど、   

非製造業全体では▲１５．２（同－１．３）と

「不足」とする割合が僅かに増えた。 

また、小規模企業等は▲１６．１（同－２．

３）と「不足」とする割合が増えた。 

製造業は▲１５．６と今期と比べて「不足」

とする割合が増える見込み。一方、非製造業で

は全ての業種で「不足」とする割合が減り、  

とりわけ卸売業ではプラス水準（「過剰」超）に

転じる見込みとなるなど、非製造業全体では 

▲１０．８と「不足」とする割合が減る見通し

となった。 

また、小規模企業等では▲１４．６と今期と

比べて「不足」とする割合が減る見込み。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前期（２０１３年１０～１２月期）と比較して  

 ２０１４年１～３月期 実績  

 全産業 ▲１３．９〔前回調査比－２．１〕  

 

 

 

 

業種別にみると製造業は▲１２．５（同－５．

６）と不足とする割合が増えた。一方、非製造

業では小売業（同－４．３）や建設業（同－２．

３）で「不足」とする割合が増えるなど、非製

造業全体では▲１４．０（同－１．５）と「不

足」とする割合が増えた。 

また、小規模企業等は▲１６．３（同－４．

１）と「不足」とする割合が増えた。 
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８ 
 

経

営

上

の

問

題

点
（
複
数
回
答
） 

全産業ベースでみると、トップは「売上額、生産額、工事高の伸び悩み」（４７．８％）。前回

調査から１．７ポイント増え、２００９年４～６月期の調査開始以降２０期連続でのトップで 

非常に根深い問題点となっている。 

その他の特徴的な傾向として、建設業では「受注、販売競争の激化」が第１位となった。また、

「原材料高、入手難、販売価格への転嫁難」が製造業と建設業で第２位となるなど大きな影響が

出ている。 

 

全産業 小規模企業等 

 

 

 

 

 

製造業 非製造業 

  

  

※ 各項目の括弧内の数字は前回（１２月）調査時の順位 
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（単位：社、％）

① 売上が下がる 92 35.4% 9 31.0% 83 35.9% 68 39.1%

② 仕入れ値が上がる 161 61.9% 22 75.9% 139 60.2% 116 66.7%

③ 駆け込み需要が見込める 34 13.1% 3 10.3% 31 13.4% 14 8.0%

④ 特にない 50 19.2% 4 13.8% 46 19.9% 28 16.1%

回答者数 260 - 29 - 231 - 174 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（単位：社、％）

① 経費節減 153 68.6% 17 70.8% 136 68.3% 108 70.1%

② 商品・サービスの付加価値向上 84 37.7% 10 41.7% 74 37.2% 53 34.4%

③ 品揃え・売場などの見直し 30 13.5% 2 8.3% 28 14.1% 22 14.3%

④ 顧客満足強化 100 44.8% 9 37.5% 91 45.7% 69 44.8%

⑤ 借入金の増加など資金繰り改善 14 6.3% 0 0.0% 14 7.0% 13 8.4%

⑥ 新事業展開 12 5.4% 0 0.0% 12 6.0% 6 3.9%

⑦ 新規販路の開拓 66 29.6% 15 62.5% 51 25.6% 42 27.3%

⑧ 新商品開発 25 11.2% 8 33.3% 17 8.5% 15 9.7%

⑨ ＩＴ活用等による業務効率化 15 6.7% 1 4.2% 14 7.0% 7 4.5%

⑩ その他 1 0.4% 0 0.0% 1 0.5% 0 0.0%

回答者数 223 - 24 - 199 - 154 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（単位：社、％）

① 可能（転嫁する） 134 55.1% 13 43.3% 121 56.8% 87 53.0%

② 難しい（取引先と相談の上決める） 93 38.3% 15 50.0% 78 36.6% 65 39.6%

③ できない 16 6.6% 2 6.7% 14 6.6% 12 7.3%

合　計 243 100.0% 30 100.0% 213 100.0% 164 100.0%

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

 

１．消費税の増税にあたって受けると思われる影響 （複数回答） 

■ 

付
帯
調
査 

■ 

消
費
増
税
に
関
す
る
影
響
調
査 

全産業ベースでは、「仕入れ値が上がる」（６１．９％）の回答割合が最も高く、次いで「売上が下

がる」（３５．４％）、「特にない」（１９．２％）となり、「駆け込み需要が見込める」は１３．１％

となった。 

 

 

 

 

 
 

２．影響がある場合の考えられる対応策 （複数回答） 

全産業ベースでは、「経費節減」（６８．６％）の回答割合が最も高く、次いで「顧客満足強化」（４

４．８％）、「商品・サービスの付加価値向上」（３７．７％）となった。また、製造業では「新規販

路の開拓」（６２．５％）や「新商品開発」（３３．３％）の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．消費税の増税により仕入れ値が上昇した場合の販売価格への転嫁 （単数回答） 

 
全産業ベースでは、「可能（転嫁する）」（５５．１％）の回答割合が最も高く、次いで「難しい（取

引先と相談の上決める）」（４８．３％）、「できない」（６．６％）となった。「できない」の回答割合

が最も高かったのは建設業（１０．３％）。小規模企業等では７．３％の事業所が「できない」と回

答した。また、「可能（転嫁する）」の回答割合が最も低かった製造業では、「難しい（取引先と相談

の上決める）」（５０．０％）とする事業所が多かった。 
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 １．正社員における平成２６年度の賃金（毎月決まって支給するもの。一時金除く）（複数回答） 

■ 

付
帯
調
査 

■ 

賃
金
動
向
に
関
す
る
調
査 

全産業ベースでは、「定期昇給を実施する予定」（３５．２％）と「現時点では未定」（３５．２％）

の回答割合が最も高く、次いで「ベースアップを実施しない予定」（２０．５％）となり、「ベース   

アップを実施する予定」の回答割合は１６．４％となった。 

「ベースアップを実施する予定」の回答割合が最も高かったのは製造業（２１．４％）で、回答割

合が最も低かったのは小売業（９．３％）となった。また、１０．６％の小規模企業等が「ベース    

アップを実施する予定」と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ベースアップを行なう理由（複数回答） 

全産業ベースでは、「人材の定着やモチベーション向上を図るため」（６５．０％）の回答割合が最

も高く、次いで「消費増税により社員の家計の負担が増えるため」（５０．０％）、「数年来、ベース

アップを見送っていたため」（３５．０％）となった。 

また、製造業では「政府による賃上げ要請があるため」（３３．３％）の回答割合が他の業種に比

べて高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：社、％）

① 定期昇給を実施する予定 86 35.2% 9 32.1% 77 35.6% 40 25.0%

② 定期昇給を実施しない予定 36 14.8% 4 14.3% 32 14.8% 29 18.1%

③ ベースアップを実施する予定 40 16.4% 6 21.4% 34 15.7% 17 10.6%

④ ベースアップを実施しない予定 50 20.5% 5 17.9% 45 20.8% 31 19.4%

⑤ 手当てを新設する 4 1.6% 1 3.6% 3 1.4% 2 1.3%

⑥ 既存の手当てを拡充する
　　（例：住宅手当や家族手当の増額など） 6 2.5% 0 0.0% 6 2.8% 2 1.3%

⑦ 現時点では未定 86 35.2% 12 42.9% 74 34.3% 68 42.5%

回答者数 244 - 28 - 216 - 160 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等

（単位：社、％）

① 業績が改善した（改善が見込まれる）ため 9 22.5% 1 16.7% 8 23.5% 2 11.8%

② 数年来、ベースアップを見送っていたため 14 35.0% 1 16.7% 13 38.2% 7 41.2%

③ 人材の定着やモチベーション向上を図るため 26 65.0% 3 50.0% 23 67.6% 9 52.9%

④ 他社がベースアップを行なうため 2 5.0% 0 0.0% 2 5.9% 0 0.0%

⑤ 税制の優遇措置（所得拡大促進税制）を
　　利用するため 2 5.0% 0 0.0% 2 5.9% 0 0.0%

⑥ 物価が上昇しているため 8 20.0% 0 0.0% 8 23.5% 5 29.4%

⑦ 政府による賃上げ要請があるため 2 5.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%

⑧ 消費増税により社員の家計の負担が増える

　　ため 20 50.0% 1 16.7% 19 55.9% 9 52.9%

⑨ その他 1 2.5% 0 0.0% 1 2.9% 0 0.0%

回答者数 40 - 6 - 34 - 17 -

選　択　肢 全産業 製造業 非製造業 小規模企業等


